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 1955年頃か ら, 日本においても都市への人口集中が急速とな 1), これに伴 って多くの大・中都
 市では都市構造の急激な変化がおこ つて いる。 このような状況の刺戟を受けて, 地理学分野におけ
 る都市構造の研究は活発化し, 数多くの成 果をあげて今日に至 つている。
 しかしそ れ らの多くは都市内部におけ る地域分化・中心地構造の 研究を主とす るもので, 都市構
 造の機能的側面がとりあげられてきたと いって よ い。 一万, 都市構造の形態お よびそ の変化に関
 する研 究はき わめて少な い。 これは 広域に わた り精細な計量と観察を基礎とする 乙の種の研究には
 多大の労力と時間を 要するためと 考えられ る。
 しかし都市構造の機能的変化 は既成の形態と無関係ではなくこれに 制約 されるこ と は 明 ら かで
 あって, 都市構造の形態およびその変化 に関 しての実態を究明ずることは, 今後の都市構造の基礎
 的研究として重要であ ると 考え る。
 本研究は, 以一ヒの考え方に基づき, 都市人口の増加に伴う都市構造のもっとも顕著な形態的変化
 を, 市街地の外縁的拡大および市街地における立 体化と家屋密度の増加に求 め, 都市構造の 形態的
 研究を, 三Eとして東北地方の 諸都市を 対象に行なつ ブも
 研究は次のよ うな順序 で行 なつ た。
 第1に都市構造の平面形の もっとも重要な要素であ る家屋密 度をとりあげ, 家屋密度計測の簡便・
 正確な方法を工夫し, これによって家屋密度の計測を行ない, 家屋密度と土地利用・都市計画との
 関連を考察しだ。 第2に時期を距てて同一都市の家屋密度の計 測を行ない, 人口増加に伴う家屋密
 度分布の 変化を考察すると共に, 市街地拡大の過程と原因を考察し ブも 第3に都市の立面形態で重
 要な役割を果す 中・ 高層 ビルデイ ングをとりあ げ, 都市規模によ るそ の数・規模・分布・所有形態・
 機能のち がいとそ の集積 過程とを考察した。
 序では都市構造の地理学的研究の研究史を略述 し, 本研究の研究史上に占める位置付けを行なっ
 た。
 1 家屋密度に現われた都市の構造
 家屋密 度の地 理学 的研究が行なわれなかったのは都 市構造の形態 的研究が軽視されてきたとい
 う理由以外に, 地図上で単位面積中の建物数を算えた り, 建物の面積 を縦横の長さか ら算出する
 という従来の 計測法では誤差が大きく, また多大の労力を要するからで もあっ た。 本研究ではこ
 れに代るより 正確 で, 計測時間を短縮できるものとして, 単位 面積区画 に細かなメッシュ をかけ,
 家屋部分に当った交点数を, 単位区画内の全交点数 (河川, 道路・ 鉄道線路等を除く) で除する
 方法を工夫し, これによって 1967 年の山形市の家屋密度の計測を行なつ た。
 得られた家屋密度図と土地利用図との比較か ら, 家屋密度分布の地域的相違は土地 利用 の相違
 にほぼ対応してお り, 61 %以上の家屋密度は商店街および中・小 工場の集在する工業地域, 41 ～
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 60%の密度は既存の 古い住宅地域, 40 %以 下の密度は市街地周辺部の住宅 地化 が進行している地
 域に相当すること, 一般に市街地 と称されて いる家屋が連担している地域は家屋密度41 %以上の
 区域であることを明らかにした。
 次に都市計画法 およ び建築基準法によ る建蔽 率の 規制と実 際の家屋密度の分布との 関係 を考察
 し, 商業地域と住宅地域では大部分が規定の建蔽率以下であ るのに対して, 山形市北部の中・小
 工場が群集 し, 低級な住宅がこれに混在する 工業地域 では, 多くの部分が規定の建蔽率を 一ヒ廻っ
 てお り, 過密地域を形成 して いることを 明らかにし た。
 H 市街地の変化に現われた都市の構造
  1におけ ると 同様の方法で 1954 年の 山形 市におけ る家屋密度を計測し, 1967 年のそれとの
 比較を行なった、 これによって①14年間に, 都市計画によ って家屋を撤去した一部の 例外的区域
 を除いて, 家屋密度は全般的に上昇し, 新たに家屋密度の分布区域が 1954 年の市街地周辺に拡
 大したことを確認し, ② 1954年の家屋密度の分布は中心部で高密度, 周辺部にいくにしたがっ
 て低密度という極めて 単純な同心円的配置であっ たのに対して, 1967 年の分布はかかる単純な
 分布様式がくずれ, 高密度区域が市街地内に飛地状に分布してお り, これは14年間における住宅
 地域内での 周辺商店街の発達によるこ と, ③ もっとも高い家 屋密度の 上昇をみたのは. 市街を南
 北に縦貫す る中心商店 街の 両端であることを地図 上で 明示し, 中心商 店街の南北方 向へ の拡大を
 家屋密度の 変化か ら明 らかにし た。
 次に仙台市を対象と して, 建築基準法に基づく建築確認届を資料に用いて, 1951 年以降にお
 ける市街地の拡 大過程 と・ それをひき起す発源地 を研究し た。 これによって①市街地の拡大が市
 域外の住民によってひき起されているのではなく, すでに 市域 内に居住す る住民によるものであ
 るこ と, ②それら住民の分布の密な 区域 (市街地拡大の発源地) には性格の異なった2ヵ 所 す
 なわち都心部と周辺の住宅地 とがあること, また時期が新しくなるにつれ後者の 比重が大きくな
 ること, ③新たな住宅が多 く建て られたのは 1951 年当時では第2次大戦中の戦災で焼失した都
 心部であったが 1955 年頃には都心部をとりまく古い住宅地を飛びこえて, その外側に新築住宅
 が多くな 1), その傾向は継続 していること, 一方住宅以外の 事務所・店舗・ 併用住宅は専 ら都心
 部にひき つづいて 多く 新築されて いること等を明 らかにし た。
 皿 建築物からみた都市の構造
 都市階層.ヒの地位が異なる仙台・山形・鶴岡 占川の中・ 高層 ビルデイ ングの研究によって,
 ①各都市の中・高層 ビルデイ ングの数の差 は都市人口 ( DID人b) の相違よ りも大きいこ と,
 ②各都市とも中・ 高層 ビルデイ ングの分布は都心部と周辺部とに分れ, 前者は民間所有のものが
 多いのに対 し, 後者は国・ 地方 自治体の 所有になるものが多いこ と, ③都市規模が大となるほ ど,
 全中・ 高層 ビルデイ ング中民間所有のものが占める割合が大きくな り, また中枢管理機能 が多く
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 集まる大都市では不動産業および金融保険業の所有する 「貸し ビル」 が多くなること, ④民間所
 有の ビルデイ ングの所有企業を当該都市内と都市外に分けると, 規模の大き い都 市ほど当 該都市
 内の企業の所有する ビルデイ ングが多くなるこ と, ⑤民間所有の中・高層 ビルデイ ングを利用形
 態から事務所用ビ勘 店舗用 ビル, および事務所・小売売場・飲 食店・住居部分が混在する多目的
 ビルの3種類に分けると, それぞれの立地は業務街・ 中心商店街・両者の中間区域といっ た都市
 内の地域 分化 に対応してお り, 逆にその利用形態のちがいが, 地域分化の指標と もなり得るこ と,
 ⑥民間所有の中・高層 ビルデイ ングの利用 形態を階数別にみた場合, もっとも広い床㈲積 を占め
 るのは地下階では飲 食店, 1～8階では事務所であるが, 1階と7階以上では事務所の占める割
 合は相対的に低下し, これは1階では小売売場, 7階以上では住居, 飲 食店, ホテル等の利用の割合
 が増加す るからであること等を明らかにした。
 中・ 高層 ビルデイ ングの集積過程については, 東北の諸都市中もっとも多数の dニレ 高層 ビル丁
 イ ングを有する仙台市を対象に, 1955 ～ 1967 年間の集積過程 を研究した。 これによって,
 ①初期には全中・高層 ビルデイ ング中公共所有のものが占め る割合が多かっ たが, その後の民間
 所有の中・高層 ビルデイ ングの建築数の増加によって, その地位は相対的に 低下した。 しかし,
 1967 年現在なお中・ 高層 ビルデイ ング総数の約3分の1 を占めていること, ②店舗用 ビルゲイ
 ン グの集積 は一 定場 所すなわち中心商店街に局限さ れるのに対 して, 事務所用 ビルデイ ングの集
 積は都心部全域に拡散した形 で行なわれた乙 と, ③一方, 既成市街地およびその付近での安価な
 土地の取得の困難なことか ら, 公営・公団・給与住宅 あるいは教育施設の中・ 高層 ビル デイン
 グが飛地状に 郊外に建 設きれて きた過程を 朋らかにし た。
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 論文審査結果の要旨
 小笠原節 夫の学 位論文 は3 部 からな る。 第 1部で は都市地域における家屋密度 を測定 する各種 の方法
 を検討し, 独自の計測方法を用いてこれ を東北地方の都市に適用 して算出し, 都市地域内部における家
 屋密 度の分布が都市の構造を示す指標たり得ることを実証し た。
 第2部にお いてはさ らに測定結果の分 析 を進め, 2つ以上 の異なった年次におけ る家屋密度の分布状
 態を比較することによって, 都市の拡大に伴って家屋密度の分布が変化するだけ ではなく, 都市内部に
 おけ る地 減分 化の進 行が密度の 変化の特色 を通じて 把握できること を明かにし た。 第 3部は都市におけ
 る 高層 建築に着目して, 資料およ び実地調査 に基 づいてそ れ らが各種の異なった 規模の都市によって著
 しく性格 を異にすることを解明し た労作であ る。 すなわち都市を大中小の三階級に分類 してみると, 高
 層建築物 の数, その 階数, 都市地域内での分布状態などにも各 階級による較差が明かであること を実証
 した。 高層 建築物の所有関係 については都市規模が小さ いほ ど公 共用のもの の比率が高く, 反対 に大都
 市になるほど民間所有 の, 商業的な 利用に当てられるものの比率が増すことを明かにし た。 また高層建
 築物 の利用状態につ いては, 利用目 的によって 主として使用きれる 階数 に差があ るこ とを実地調査の結
 果に基づい て指摘 し, 建築物の利用を通じて現れる都市生活の特色 にっ いていくつ かの興味あ る実態を
 明かにした。
 以一ヒ のよ うに, 小笠原節夫のこの研究 は, 都市地理学 において比較的 に発達 の遅れて いる建築物 の分 布,
 利用, 所有 関係などの研究に多くの貢献 をなし, またそれらの計測方 法にっ いても独自の工夫による方
 法を案出し, それらを応用しての分析 によって新し い知見を加え た。 その対象の取り 上げ方 はまだ抽出
 的であ り, 取扱った都市の実例も十分に多数であると は言い難いが, 発達途上にある都市地理学 の現状
 から見て価値のある研究と認め, 本研 究は理学博士の学位論文として合格と判定する。
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